
事業所名：坂元醸造株式会社 

 

＜2030年の SDGs達成に向けた経営方針等＞ 

社是である「人類の美と健康に奉仕する」に基づき、「鹿児島の壺造り黒酢」の製造・探求過程で 

培われた技術を活かしてお客様へ坂元醸造ならではの高品質な商品をお届けすることで SDGs

の達成に貢献する。また全従業員が「環境・地域・家族と同僚」との共生に尽くす。 

 

＜今期の SDGsに関する重点的な取組，指標及び実績＞ 

三側面 取組の状況 前期の指標 実績 

☐環境 

社会 

経済 

DX 推進による業務効率化および生

産性の向上を図り、従業員の年次有

給休暇取得率の向上に取り組んだ。 

業務効率化を目的とした DX 推進委

員会を立ち上げ、各業務の見直しや

効率化を進めた結果、年次有給休暇

の取得率は一定程度向上したもの

の、100％の達成には至らなかった。 

特にサービス部門においては、業務

特性上の課題が見られることから、今

後は同部門を中心に、さらなる業務

改善および体制の見直しを進め、取

得率の一層の向上を図る。 

有給取得率：100％ 有給取得率：95％ 

環境 

☐社会 

☐経済 

消灯管理および空調管理に関する節

電の指針を策定し、全社的な水平展

開を行うとともに、省エネルギー型OA

機器への更新を進めることで、電力

使用量の削減に取り組んだ。 

あわせて、空調管理の仕組みづくり

や LED 照明への交換を実施した結

果、電力使用量の削減目標を達成す

ることができた。 

自社店舗及び本社

での電力使用量を

10％削減 

10％削減達成 

環境 

☐社会 

☐経済 

製造計画の最適化や賞味期限延長

への取り組み、自社店舗および ECで

の販売促進を実施することで、商品

廃棄量の削減に取り組んだ。 

その結果、店舗在庫については販促

施策等により廃棄を発生させることな

く運用することができた。一方で、出

荷前在庫については、外部環境の変

化等の対外的要因の影響を受け、削

減目標の達成には至らなかった。 

出荷前在庫及び 

自社店舗在庫での

廃棄０ 

出荷前在庫廃棄 

店舗在庫破棄は 0で

あったが、工場にお

ける出荷前在庫の破

棄があった。 

・ 「取組の状況」には，前回登録申請した際の重点的な取組の実施状況やと指標の達成状況を記載してくだ

さい。指標が未達成の場合は，その理由等も記載してください。 

 

＜今期の評価＞ 

DX推進や製造・販売の改善に取り組んだものの、業務の繁閑差や需要変動への対応が不十分

で、有給取得率向上および商品廃棄ゼロの達成には至らなかった。一方、電力使用量削減は指

針の運用定着により成果が得られ、今後は実行体制と計画精度の強化を図る。これらの取組に

関しては今後も重点的な取組として引き続き実施する。 

・ ＳＤＧｓの取組全体について，今期の振り返りや来期の展望などを記載してください。 



事業所名：坂元醸造株式会社 

 

＜次期の SDGs達成に向けての重点的な取組，及び指標＞ 

三側面 SDGsに関する重点的な取組 
指標 

（更新時に向けた数値目標） 

環境 

☐社会 

☐経済 

業務のデジタル化（DX）を推進し、紙資源の使用

削減に取り組む。 

請求書および納品書の電子発行を推進し、従来

の紙媒体による発行からの移行を段階的に進め

ペーパーレス化を推進します。 

紙での発行割合を全体の３割以

下にする。（電子発行率 7割以上

を目標とする。） 

☐環境 

社会 

経済 

地域との連携を一層強化し、地域住民や関係団

体と協働したイベントを企画・実施することで、地

域社会とのつながりを深める取り組みを行う。 

地域活性化の対応に貢献するこ

とを目指し、2030 年度までの実

施を目標とする。 

☐環境 

☐社会 

☐経済 

  

・ 「SDGs に関する重点的な取組」には環境・社会・経済の三側面の全てについて，重点的な取組みを記載し

てください。なお，取組みが複数の分野に該当する場合は，それぞれの分野にチェックを入れてください。 

・ 「指標（更新時に向けた数値目標）」には，それぞれの取組みに対する「目指す姿」の実現を念頭に，更新

時までの数値目標を記載してください。 

 
＜ＳＤＧｓ達成に向けてのパートナーシップ＞ 

・大学との共同研究を推進する事で技術革新を目指している。 

・地方自治体と協働して地域社会貢献活動への参画に加え、出張講座・職場体験・社会科見学

の受け入れを実施しており、若者の県内就職を促進し、育成することで、地域創成に取組んでい

る。 

・ 「パートナーシップ」には，企業や NPO法人，行政など関係機関との連携があれば記載してください。 


